
参考１．各課題に対する平成２６年度末評価結果 

 

 

課題名 評価結果

（注） 

革新的燃焼技術 B 

次世代パワーエレクトロニクス B 

革新的構造材料 A 

エネルギーキャリア A 

次世代海洋資源調査技術 B 

自動走行システム B 

インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 B 

レジリエントな防災・減災機能の強化 B+ 

次世代農林水産業創造技術 B 

革新的設計生産技術 B+ 

 

 

（注）各評価者は、以下を参考に総合評価を行った。 

    A：適切に設定された目標を達成しており、実用化・事業化も十分見

込まれるなど想定以上の成果が得られていることから、次年度予

算は要望額を上限として配分すべき。 

   B：目標の設定・達成ともに概ね適切である等当初予定通りの成果が

得られていることから、次年度予算は前年度当初予算額を上限と

して配分すべき。 

   C：目標の設定又はその達成状況が十分ではない等予定を下回る成果

となっていることから、次年度予算は前年度当初予算額の８割を

上限として配分すべき。 

    D：目標の設定、その達成状況その他大きな改善を要する面が見られ

ることから、次年度予算は前年度当初予算額の８割未満とすべき。 

さらに、各評価者による総合評価の結果を、A=3 点、B=2 点、C =1 点、D=0

点、として、平均点を算出（小数点第二位を四捨五入）し、この平均点に応

じて A、B+、B、B-、C、D の評価結果とした。 
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評価の平均点と評価結果の関係 

評価の平均点 評価結果 

3.0～2.5 A 

2.4～2.2 B+ 

2.1～1.8 B 

1.7～1.5 B- 

1.4～0.5 C 

0.4 以下 D 
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【
参

考
２

】

　
　

　
　

S
I
P
の

制
度

の
進

捗
状

況
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
平

成
２

７
年

１
月

時
点

）
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

1
)
 
予

算
計

上
の

在
り

方
　

(
目

未
定

経
費

と
し

て
内

閣
　

府
に

計
上

・
各

省
へ

の
移

　
し

替
え

）

　
　

　
内

閣
府

に
「

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
推

進
費

」
と

し
て

、
S
I
P
に

係
る

予
算

を
計

上
。

　
　

　
そ

の
後

、
ガ

バ
ニ

ン
グ

ボ
ー

ド
（

以
下

「
G
B
」

と
い

う
。

）
で

の
議

論
を

経
て

、
総

合
科

学
技

術
・

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
会

議
（

以
下

　
　

　
「

C
S
T
I
」

と
い

う
。

）
が

課
題

ご
と

の
配

分
額

を
決

定
し

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

各
省

へ
の

移
し

替
え

を
行

う
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
<
進

捗
状

況
>

　
　

　
・

平
成

2
6
年

度
「

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
推

進
費

」
を

目
未

定
の

調
整

費
と

し
て

5
0
0
億

円
(
*
)
計

上
。

　
　

　
・

S
I
P
を

内
閣

府
が

執
行

で
き

る
よ

う
に

す
る

た
め

、
平

成
2
6
年

の
通

常
国

会
に

お
い

て
、

内
閣

府
設

置
法

を
改

正
、

5
月

よ
り

施
行

。
　

　
　

・
当

初
配

分
に

つ
い

て
は

、
5
月

2
3
日

の
C
S
T
I
の

決
定

を
踏

ま
え

て
、

6
月

1
0
日

に
3
1
0
億

円
の

各
省

庁
へ

の
移

し
替

え
を

実
施

。
　

　
　

・
追

加
配

分
に

つ
い

て
は

、
1
0
月

2
2
日

の
C
S
T
I
の

決
定

を
踏

ま
え

て
、

1
1
月

1
4
日

に
1
1
.
4
9
億

円
の

各
省

庁
へ

の
移

し
替

え
を

実
施

。

 
　

　
　

＊
こ

の
う

ち
3
5
%
（

1
7
5
億

円
）

を
医

療
分

野
に

充
当

。

2
)
 
予

算
配

分
の

在
り

方
　

（
当

初
配

分
、

追
加

配
分

）

　
　

　
前

年
度

の
成

果
及

び
当

該
年

度
の

研
究

計
画

を
踏

ま
え

当
初

の
予

算
を

配
分

。
そ

の
後

の
課

題
の

置
か

れ
て

い
る

環
境

変
化

や
研

究
　

　
　

開
発

の
進

捗
状

況
に

応
じ

て
期

中
に

追
加

配
分

を
実

施
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
<
進

捗
状

況
>

　
　

　
・

各
プ

ロ
グ

ラ
ム

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

（
以

下
「

P
D
」

と
い

う
。

）
か

ら
の

研
究

計
画

案
・

予
算

要
望

の
提

出
、

5
月

2
2
日

及
び

2
3
日

の
 
　

　
　

 
G
B
で

の
議

論
を

経
て

、
5
月

2
3
日

の
C
S
T
I
で

当
初

配
分

額
（

3
1
0
億

円
）

が
決

定
さ

れ
、

6
月

1
0
日

に
各

省
庁

へ
の

移
し

替
え

を
実

施
。

　
　

　
・

さ
ら

に
、

各
Ｐ

Ｄ
か

ら
の

研
究

計
画

の
修

正
案

・
追

加
予

算
要

望
の

提
出

、
9
月

2
5
日

の
G
B
で

の
議

論
を

経
て

、
1
0
月

2
2
日

の
 
 
　

　
　

C
S
T
I
で

追
加

配
分

額
（

1
1
.
4
9
億

円
）

が
決

定
さ

れ
、

1
1
月

1
4
日

に
各

省
庁

へ
の

移
し

替
え

を
実

施
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

＜
課

題
ご

と
の

平
成

2
6
年

度
の

当
初

及
び

追
加

配
分

額
＞

　
　

　
　

　
　

　
　

課
題

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
当

初
配

分
額

　
　

追
加

配
分

額
 
 
 
 
 
合

計
　

[
億

円
]

　
　

　
　

　
　

革
新

的
燃

焼
技

術
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
2
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
0

　
　

　
　

　
　

次
世

代
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
2

　
　

　
　

　
　

革
新

的
構

造
材

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
.
0
8
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
.
0
8

　
　

　
　

　
　

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
9
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
.
0
6
 
 
 
 
 
 
 
 
3
3
.
0
6

　
　

　
　

　
　

次
世

代
海

洋
資

源
調

査
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
.
6
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
1
.
6

　
　

　
　

　
　

自
動

走
行

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
4
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
0
.
8
5
 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
.
3
5

　
　

　
　

　
　

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
 
 
3
4
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
1
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6

　
　

　
　

　
　

ﾚ
ｼ
ﾞ
ﾘ
ｴ
ﾝ
ﾄ
な

防
災

・
減

災
機

能
の

強
化

 
 
 
 
2
4
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
1
.
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
.
7

　
　

　
　

　
　

次
世

代
農

林
水

産
業

創
造

技
術

 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
.
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
6
.
2

　
　

　
　

　
　

革
新

的
設

計
生

産
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
.
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
5
.
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
合

計
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
1
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
.
4
9
 
 
 
 
 
 
 
3
2
1
.
4
9

1
.
予

算
の

仕
組

み
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

1
.
予

算
の

仕
組

み

3
)
 
予

算
執

行
の

在
り

方
　

（
管

理
法

人
に

お
け

る
予

算
　

執
行

上
の

事
務

手
続

き
、

　
研

究
現

場
で

の
手

続
き

等
）

　
　

　
予

算
執

行
上

の
事

務
手

続
き

に
つ

い
て

、
独

立
行

政
法

人
を

管
理

法
人

と
し

て
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
管

理
法

人
は

研
究

開
発

計
画

に
沿

っ
て

、
研

究
責

任
者

の
公

募
、

契
約

の
締

結
、

資
金

の
管

理
、

研
究

開
発

の
進

捗
管

理
、

Ｐ
Ｄ

等
へ

　
　

　
の

自
己

点
検

結
果

の
報

告
、

関
連

す
る

調
査

・
分

析
な

ど
を

行
う

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。
　

　
　

具
体

的
に

は
、

課
題

に
よ

っ
て

以
下

の
通

り
管

理
法

人
等

が
選

定
さ

れ
、

各
種

手
続

き
等

を
実

施
し

て
い

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

<
各

課
題

の
管

理
法

人
等

>

　
　

　
　

　
　

　
　

　
課

題
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

管
理

法
人

等
 
 
 
 
　

　
　

 
 
革

新
的

燃
焼

技
術

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 
 
 
(
独

）
科

学
技

術
振

興
機

構
(
J
S
T
)

　
　

　
　

　
　

次
世

代
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

独
）

新
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

(
N
E
D
O
)

　
　

　
　

　
　

革
新

的
構

造
材

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

(
独

）
科

学
技

術
振

興
機

構
(
J
S
T
)

　
　

　
　

　
　

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
独

）
科

学
技

術
振

興
機

構
(
J
S
T
)

　
　

　
　

　
　

次
世

代
海

洋
資

源
調

査
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
独

）
海

洋
研

究
開

発
機

構
(
J
A
M
S
T
E
C
)

　
　

　
　

　
　

自
動

走
行

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

 
内

閣
府

、
警

察
庁

、
総

務
省

、
経

済
産

業
省

、
国

土
交

通
省

　
　

　
　

　
　

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
 
 
　

 
国

土
交

通
省

、
(
独

）
科

学
技

術
振

興
機

構
(
J
S
T
)

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
（

独
）

新
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

(
N
E
D
O
)

　
　

　
　

　
　

ﾚ
ｼ
ﾞ
ﾘ
ｴ
ﾝ
ﾄ
な

防
災

・
減

災
機

能
の

強
化

 
 
 
 
 
 
 
(
独

）
科

学
技

術
振

興
機

構
(
J
S
T
)

　
　

　
　

　
　

次
世

代
農

林
水

産
業

創
造

技
術

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
独

）
農

業
・

食
品

産
業

技
術

総
合

研
究

機
構

（
農

研
機

構
）

　
　

　
　

　
　

革
新

的
設

計
生

産
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

（
独

）
新

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
・

産
業

技
術

総
合

開
発

機
構

(
N
E
D
O
)
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

2
.
実

施
体

制
1
)
 
C
S
T
I
に

よ
る

課
題

設
定

・
　

　
　

　
P
D
選

定
の

在
り

方

　
　

　
C
S
T
I
は

、
自

ら
の

司
令

塔
機

能
を

発
揮

し
て

、
府

省
の

枠
や

旧
来

の
分

野
の

脇
を

超
え

た
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

主
導

的
な

役
割

を
　

　
　

果
た

す
こ

と
を

通
じ

て
、

科
学

技
術

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
を

実
現

す
る

た
め

に
S
I
P
を

創
設

。
　

　
　

C
S
T
I
は

S
I
P
の

対
象

課
題

及
び

P
D
等

の
項

目
か

ら
な

る
毎

年
度

の
実

施
方

針
を

策
定

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

と
と

も
に

、
　

　
　

P
D
は

C
S
T
I
の

承
認

を
経

て
、

課
題

ご
と

に
内

閣
総

理
大

臣
が

任
命

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。

　
　

　
<
課

題
設

定
の

経
緯

>
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

1
月

2
3
日

 
第

１
回

産
業

競
争

力
会

議
　

経
済

再
生

担
当

大
臣

提
出

資
料

「
新

た
な

成
長

戦
略

に
つ

い
て

」
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・

S
I
P
と

合
わ

せ
て

４
分

野
の

提
案

　
　

　
　

　
平

成
2
5
年

3
月

2
8
日

 
第

1
0
8
回

 
総

合
科

学
技

術
会

議
　

有
識

者
ﾍ
ﾟ
ｰ
ﾊ
ﾟ
ｰ

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
次

世
代

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
の

構
築

に
向

け
て

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾝ
で

経
済

的
な

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
の

実
現

の
た

め
に

　
　

　
　

　
平

成
2
5
年

4
月

2
7
日

 
第

1
0
9
回

 
総

合
科

学
技

術
会

議
　

有
識

者
ﾍ
ﾟ
ｰ
ﾊ
ﾟ
ｰ

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
地

域
の

”
強

み
”

と
な

る
地

域
資

源
を

活
か

し
て

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
国

民
の

「
健

康
長

寿
」

の
延

伸
の

た
め

に
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

6
月

7
日

 
「

科
学

技
術

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
総

合
戦

略
」

閣
議

決
定

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

「
重

点
的

に
取

り
組

む
べ

き
課

題
」

を
提

示
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

9
月

1
3
日

 
第

1
1
4
回

　
総

合
科

学
技

術
会

議
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・

1
0
の

課
題

候
補

案
の

決
定

　
　

　
　

　
平

成
2
6
年

5
月

2
3
日

 
第

1
回

　
総

合
科

学
技

術
・

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
会

議
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
・

1
0
の

課
題

の
決

定

　
　

　
<
P
D
選

定
の

経
緯

>
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

1
0
月

　
　

　
各

課
題

の
政

策
参

与
を

公
募

　
　

　
　

　
平

成
2
5
年

1
1
月

中
旬

　
総

合
科

学
技

術
会

議
有

識
者

議
員

に
よ

る
書

類
審

査
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

1
1
月

下
旬

　
総

合
科

学
技

術
会

議
有

識
者

議
員

に
よ

る
面

接
審

査
　

　
　

　
　

平
成

2
5
年

1
2
月

　
　

　
各

課
題

の
政

策
参

与
を

任
命

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

そ
の

後
、

政
策

参
与

が
中

心
と

な
っ

て
、

各
課

題
の

研
究

開
発

計
画

を
作

成
。

　
　

　
　

　
平

成
2
6
年

 
5
月

　
　

　
第

1
回

　
総

合
科

学
技

術
・

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
会

議
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
1
0
人

の
P
D
の

決
定

　
　

　
　

　
平

成
2
6
年

 
6
月

　
　

　
各

課
題

の
Ｐ

Ｄ
を

任
命

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

そ
の

後
、

研
究

機
関

の
公

募
を

開
始
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

　
　

　
S
I
P
の

着
実

な
推

進
を

図
る

た
め

、
S
I
P
の

基
本

方
針

、
S
I
P
で

扱
う

各
課

題
の

研
究

計
画

、
予

算
配

分
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
な

ど
　

　
　

に
つ

い
て

の
審

議
・

検
討

を
行

う
た

め
、

C
S
T
I
有

識
者

議
員

を
構

成
員

と
す

る
G
B
を

開
催

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。

　
　

　
<
G
B
の

開
催

実
績

>
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
開

催
日

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

案
件

　
　

　
　

　
第

 
1
回

　
2
0
1
3
年

1
2
月

 
5
日

 
 
運

営
要

領
に

つ
い

て
、

政
策

参
与

の
人

選
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
 
2
回

　
2
0
1
3
年

1
2
月

1
9
日

　
戦

略
的

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
の

今
後

の
進

め
方

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
第

 
3
回

 
 
2
0
1
4
年

 
1
月

1
6
日

　
戦

略
的

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
の

規
定

類
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
 
4
回

 
 
2
0
1
4
年

 
2
月

1
3
日

　
戦

略
的

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
の

規
定

類
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

公
開

ﾜ
ｰ
ｸ
ｼ
ｮ
ｯ
ﾌ
ﾟ
の

報
告

　
　

　
　

　
第

 
5
回

 
 
2
0
1
4
年

 
2
月

2
0
日

　
戦

略
的

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
（

S
I
P
)
運

用
指

針
等

の
案

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
第

 
6
回

 
 
2
0
1
4
年

 
2
月

2
7
日

　
事

前
評

価
の

進
め

方
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

戦
略

的
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
（

S
I
P
)
運

用
指

針
等

の
案

に
つ

い
て

 
 
　

　
　

 
 
第

 
7
回

 
 
2
0
1
4
年

 
3
月

2
0
日

　
研

究
開

発
計

画
等

の
事

前
評

価
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
 
8
回

 
 
2
0
1
4
年

 
3
月

2
7
日

　
研

究
開

発
計

画
等

の
事

前
評

価
に

つ
い

て
 
 
　

　
　

 
 
第

 
9
回

 
 
2
0
1
4
年

 
4
月

1
0
日

　
S
I
P
の

事
前

評
価

結
果

と
今

後
の

予
定

に
つ

い
て

 
 
　

　
　

 
 
第

1
0
回

 
 
2
0
1
4
年

 
4
月

2
4
日

　
S
I
P
の

事
前

評
価

報
告

書
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
1
1
回

 
 
2
0
1
4
年

 
5
月

1
5
日

　
科

学
技

術
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
推

進
費

に
関

す
る

基
本

方
針

等
の

案
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

研
究

開
発

計
画

案
の

事
前

評
価

報
告

書
（

案
）

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
第

1
2
回

 
 
2
0
1
4
年

 
5
月

2
2
日

　
研

究
開

発
計

画
（

案
）

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
第

1
3
回

 
 
2
0
1
4
年

 
5
月

2
3
日

　
S
I
P
運

用
指

針
（

案
）

お
よ

び
研

究
開

発
計

画
（

案
）

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
第

1
4
回

 
 
2
0
1
4
年

 
9
月

2
5
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
(
防

災
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
S
I
P
の

留
保

分
の

再
配

分
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
1
5
回

 
 
2
0
1
4
年

1
0
月

 
9
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

次
世

代
海

洋
資

源
調

査
技

術
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
平

成
2
6
年

度
評

価
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
1
6
回

 
 
2
0
1
4
年

1
0
月

1
6
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

革
新

的
燃

焼
技

術
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

次
世

代
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
戦

略
的

ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
（

S
I
P
)
全

体
ｼ
ﾝ
ﾎ
ﾟ
ｼ
ﾞ
ｳ
ﾑ
に

つ
い

て
　

　
　

　
　

第
1
7
回

 
 
2
0
1
4
年

1
0
月

3
0
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

革
新

的
設

計
生

産
技

術
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

次
世

代
農

林
水

産
業

創
造

技
術

）
　

　
　

　
　

第
1
8
回

 
 
2
0
1
4
年

1
1
月

 
6
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

革
新

的
構

造
材

料
）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
（

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
）

　
　

　
　

　
第

1
9
回

 
 
2
0
1
4
年

1
1
月

1
3
日

　
S
I
P
課

題
進

捗
状

況
報

告
(
自

動
走

行
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
）

　
　

　
　

　
第

2
0
回

 
 
2
0
1
4
年

1
2
月

1
1
日

　
S
I
P
平

成
2
6
年

度
評

価
及

び
次

年
度

予
算

配
分

に
つ

い
て

2
)
 
ガ

バ
ニ

ン
グ

ボ
ー

ド
の

　
　

　
　

　
運

営
の

在
り

方
2
.
実

施
体

制
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

3
)
 
P
D
に

よ
る

マ
ネ

ー
ジ

　
メ

ン
ト

体
制

の
在

り
方

　
（

P
D
を

内
閣

府
に

置
き

、
　

P
D
を

議
長

と
す

る
推

進
　

委
員

会
に

お
け

る
府

省
　

間
調

整
、

管
理

法
人

の
　

活
動

等
）

体
制

の
在

り
方

　
　

　
課

題
ご

と
に

、
P
D
が

議
長

、
内

閣
府

が
事

務
局

を
務

め
、

関
係

府
省

、
管

理
法

人
、

専
門

家
等

が
参

加
す

る
推

進
委

員
会

を
内

閣
府

に
置

き
、

　
　

　
当

該
課

題
の

研
究

開
発

計
画

の
作

成
や

実
施

等
に

必
要

な
調

整
等

を
行

う
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
<
推

進
委

員
会

・
Ｗ

Ｇ
の

活
動

状
況

>
　

　
　

　
詳

細
は

Ｈ
Ｐ

参
照

　
（

 
h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
8
.
c
a
o
.
g
o
.
j
p
/
c
s
t
p
/
g
a
i
y
o
/
s
i
p
/
i
i
n
k
a
i
/
i
n
d
e
x
.
h
t
m
l
 
)

 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

推
進

委
員

会
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
W
G

　
　

　
　

革
新

的
燃

焼
技

術
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
6
/
 
6
、

1
0
/
2
7

　
　

　
　

次
世

代
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
1
7
、

 
9
/
1
8

　
　

　
　

革
新

的
構

造
材

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
 
3
、

1
0
/
 
1

　
　

　
　

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
2
5

　
　

　
　

次
世

代
海

洋
資

源
調

査
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
 
5
、

 
7
/
 
3
、

1
0
/
 
8
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調

査
検

討
W
G
 
　

 
 
 
 
7
/
1
5
、

9
/
3
0

　
　

　
　

自
動

走
行

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
 
4
、

 
7
/
 
1
、

 
8
/
 
6
、

9
/
 
1
、

9
/
2
6
 
 
 
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
実

用
化

W
G
 
　

　
6
/
1
1
、

6
/
2
5
、

7
/
9

 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次

世
代

都
市

交
通

W
G
 
6
/
1
2
、

6
/
2
6

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
国

際
連

携
W
G
 
 
 
 
 
 
 
6
/
1
2
、

6
/
2
6
、

7
/
9

　
　

　
　

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
 
6
/
1
2
、

 
9
/
2
5

　
　

　
　

ﾚ
ｼ
ﾞ
ﾘ
ｴ
ﾝ
ﾄ
な

防
災

・
減

災
機

能
の

強
化

 
 
 
6
/
 
3
、

 
9
/
2
2

　
　

　
　

次
世

代
農

林
水

産
業

創
造

技
術

 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
1
8
、

1
1
/
 
4

　
　

　
　

革
新

的
設

計
生

産
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6
/
 
3
、

1
0
/
2
7

4
)
 
管

理
法

人
の

在
り

方
　

(
研

究
責

任
者

の
公

募
、

　
契

約
の

締
結

、
資

金
の

　
管

理
、

研
究

開
発

の
進

捗
　

管
理

、
関

連
す

る
調

査
・

　
分

析
等

）

　
　

　
管

理
法

人
は

、
研

究
責

任
者

の
公

募
、

契
約

の
締

結
、

資
金

の
管

理
、

研
究

開
発

の
進

捗
管

理
、

関
連

す
る

調
査

・
分

析
等

を
　

　
　

実
施

し
、

課
題

を
推

進
す

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
<
管

理
法

人
に

よ
る

公
募

の
実

施
状

況
>

　
　

　
　

革
新

的
燃

焼
技

術
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
S
T
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
3
日

～
 
7
月

3
1
日

　
　

　
　

次
世

代
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N
E
D
O
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

2
0
日

～
 
7
月

2
2
日

　
　

　
　

革
新

的
構

造
材

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
S
T
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
6
日

～
 
7
月

2
9
日

　
　

　
　

ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
S
T
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
0
日

～
 
7
月

 
8
日

　
　

　
　

次
世

代
海

洋
資

源
調

査
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
A
M
S
T
E
C
 
 
平

成
2
6
年

 
7
月

3
1
日

～
 
8
月

2
9
日

　
　

　
　

ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
S
T
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
6
日

～
 
7
月

2
2
日

 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N
E
D
O
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
6
日

～
 
7
月

2
2
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N
E
D
O
 
 
平

成
2
6
年

 
9
月

2
9
日

～
1
0
月

2
8
日

　
　

　
　

ﾚ
ｼ
ﾞ
ﾘ
ｴ
ﾝ
ﾄ
な

防
災

・
減

災
機

能
の

強
化

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
J
S
T
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
6
日

～
 
7
月

1
5
日

　
　

　
　

次
世

代
農

林
水

産
業

創
造

技
術

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
農

研
機

構
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
8
日

～
 
7
月

1
8
日

　
　

　
　

革
新

的
設

計
生

産
技

術
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

　
 
 
 
N
E
D
O
 
 
平

成
2
6
年

 
6
月

1
3
日

～
 
7
月

1
7
日

　
　

　
　

注
：

自
動

走
行

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
 
は

管
理

法
人

を
置

い
て

い
な

い
。

2
.
実

施
体

制
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

3
.
そ

の
他

事
項

1
)
 
知

財
管

理
の

在
り

方
　

（
基

本
方

針
、

運
用

指
針

　
に

お
い

て
定

め
た

内
容

等
）

　
　

　
課

題
又

は
課

題
を

構
成

す
る

研
究

項
目

ご
と

に
、

知
財

委
員

会
を

管
理

法
人

等
に

置
き

、
研

究
開

発
成

果
に

関
す

る
論

文
発

表
　

　
　

及
び

特
許

等
の

出
願

・
維

持
等

の
方

針
決

定
等

の
ほ

か
、

必
要

に
応

じ
知

財
権

の
実

施
許

諾
に

関
す

る
調

整
等

を
行

う
こ

と
な

ど
　

　
　

を
内

容
と

す
る

以
下

の
項

目
ご

と
の

指
針

を
定

め
て

お
り

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

各
課

題
ご

と
に

策
定

す
る

研
究

開
発

計
画

で
明

示
　

　
　

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。
　

　
　

(
戦

略
的

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
プ

ロ
グ

ラ
ム

運
用

指
針

　
7
．

研
究

開
発

成
果

の
扱

い
）

　
　

　
「

７
．

研
究

開
発

成
果

の
扱

い
」

の
項

目
：

 
 
　

　
　

(
1
)
 
知

財
委

員
会

の
設

置
　

　
　

　
(
2
)
 
知

財
権

に
関

す
る

取
り

決
め

　
　

　
　

(
3
)
 
バ

ッ
ク

グ
ラ

ン
ド

知
財

権
の

実
施

許
諾

　
　

　
　

(
4
)
 
フ

ォ
ア

グ
ラ

ン
ド

知
財

権
の

取
扱

い
　

　
　

　
(
5
)
 
フ

ォ
ア

グ
ラ

ン
ド

知
財

権
の

実
施

許
諾

　
　

　
　

(
6
)
 
フ

ォ
ア

グ
ラ

ン
ド

知
財

権
の

移
転

、
専

用
実

施
権

の
設

定
・

移
転

の
承

諾
に

つ
い

て
　

　
　

　
(
7
)
 
終

了
時

の
知

財
権

取
扱

い
に

つ
い

て
 
 
　

　
　

(
8
)
 
国

外
機

関
等

（
外

国
籍

の
企

業
、

大
学

、
研

究
者

等
）

の
参

加
に

つ
い

て
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

2
)
 
評

価
手

法
の

在
り

方
　

（
基

本
方

針
、

運
用

指
針

　
　

に
お

い
て

定
め

た
内

容
、

　
　

２
６

年
度

の
取

組
等

）

　
　

　
G
B
が

外
部

の
専

門
家

等
を

招
い

て
S
I
P
の

制
度

全
体

の
評

価
と

各
課

題
の

評
価

を
行

う
こ

と
と

な
っ

て
お

り
、

そ
の

実
施

時
期

、
　

　
　

評
価

項
目

・
評

価
基

準
等

に
つ

い
て

、
主

に
以

下
を

内
容

と
す

る
指

針
を

定
め

て
い

る
。

　
　

　
(
戦

略
的

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

造
プ

ロ
グ

ラ
ム

運
用

指
針

　
８

．
評

価
）

　
　

　
　

(
1
)
 
Ｓ

Ｉ
Ｐ

の
制

度
全

体
の

評
価

　
　

　
　

　
　

　
①

 
実

施
時

期
：

平
成

2
6
年

度
の

前
に

行
う

事
前

評
価

、
平

成
2
6
年

度
末

と
平

成
2
8
年

度
末

に
行

う
中

間
評

価
　

　
　

　
　

　
　

　
 
及

び
終

了
時

の
評

価
（

以
下

「
最

終
評

価
」

と
い

う
。

）
　

　
　

　
　

　
　

②
 
評

価
項

目
・

評
価

基
準

：
内

閣
府

に
よ

る
計

上
予

算
（

調
整

費
）

、
総

合
科

学
技

術
・

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
会

議
に

よ
る

課
題

設
定

、
Ｐ

Ｄ
選

定
、

機
動

的
な

予
算

配
分

、
Ｐ

Ｄ
に

よ
る

研
究

開
発

等
の

推
進

、
管

理
法

人
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
に

よ
る

予
算

執
行

上
の

事
務

手
続

き
な

ど
、

Ｓ
Ｉ

Ｐ
に

特
徴

的
に

見
ら

れ
る

制
度

設
計

は
関

係
府

省
間

の
連

携
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
や

関
係

府
省

の
施

策
、

産
学

の
研

究
活

動
・

事
業

活
動

に
良

い
影

響
を

与
え

ら
れ

る
か

（
与

え
ら

れ
た

か
）

。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
Ｓ

Ｉ
Ｐ

の
制

度
に

改
善

す
べ

き
点

は
な

い
か

。

　
　

　
　

(
2
)
 
各

課
題

の
評

価
　

　
　

　
　

　
　

①
 
実

施
時

期
：

事
前

評
価

、
毎

年
度

末
の

評
価

、
最

終
評

価
　

　
　

　
　

　
　

②
 
評

価
項

目
・

評
価

基
準

：
評

価
項

目
・

評
価

基
準

は
「

国
の

研
究

開
発

評
価

に
関

す
る

大
綱

的
指

針
」

を
踏

ま
え

、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
必

要
性

、
効

率
性

、
有

効
性

な
ど

を
評

価
す

る
観

点
か

ら
、

以
下

の
と

お
り

と
す

る
。

評
価

は
、

達
成

・
未

達
の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
判

定
の

み
に

終
わ

ら
ず

、
原

因
・

要
因

等
の

分
析

や
改

善
方

策
の

提
案

な
ど

も
行

う
。

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
1
)
 
意

義
の

重
要

性
、

Ｓ
Ｉ

Ｐ
制

度
目

的
と

の
整

合
性

　
　

 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
2
)
 
目

標
の

妥
当

性
は

あ
る

か
、

目
標

達
成

に
向

け
た

工
程

表
の

達
成

度
合

い
　

　
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
3
)
 
適

切
な

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
が

な
さ

れ
て

い
る

か
、

特
に

府
省

連
携

の
効

果
が

ど
の

よ
う

に
発

揮
さ

れ
て

い
る

か
　

　
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

4
)
 
実

用
化

・
事

業
化

へ
の

戦
略

性
は

あ
る

か
、

達
成

度
合

い
　

　
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

5
)
 
最

終
評

価
の

際
に

は
、

見
込

ま
れ

る
効

果
あ

る
い

は
、

波
及

効
果

、
終

了
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
方

法
な

ど
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
が

適
切

か
つ

明
確

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か

3
)
 
情

報
管

理
や

利
益

誘
導

 
 
 
防

止
等

の
仕

組
み

の
 
 
 
在

り
方

　
　

　
・

情
報

管
理

の
仕

組
み

:
 
 
　

　
　

G
B
又

は
推

進
委

員
会

等
で

審
議

又
は

調
整

・
検

討
し

た
内

容
等

は
、

議
事

録
の

公
表

そ
の

他
の

適
切

な
方

法
に

よ
り

公
表

 
 
　

　
　

す
る

が
、

座
長

又
は

議
長

が
公

表
し

な
い

こ
と

が
適

切
で

あ
る

と
判

断
し

た
と

き
は

、
全

部
又

は
一

部
を

非
公

開
と

す
る

 
　

　
　

 
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

　
　

　
・

利
益

誘
導

防
止

等
の

仕
組

み
：

　
　

　
　

Ｇ
Ｂ

又
は

推
進

委
員

会
等

を
運

営
す

る
に

あ
た

っ
て

は
、

構
成

員
が

利
益

相
反

行
為

を
行

わ
な

い
こ

と
は

も
ち

ろ
ん

の
こ

と
、

 
 
　

　
　

そ
の

懸
念

を
外

部
か

ら
抱

か
れ

な
い

よ
う

に
す

る
た

め
に

構
成

員
と

利
害

関
係

が
生

ず
る

可
能

性
の

あ
る

案
件

に
つ

い
て

、
 
 
　

　
　

そ
の

内
容

を
事

前
に

知
る

こ
と

が
他

の
潜

在
的

な
応

募
者

と
比

較
し

て
有

利
と

な
る

懸
念

を
持

た
れ

る
可

能
性

が
あ

る
と

座
長

 
 
　

　
　

又
は

議
長

が
判

断
し

た
議

事
を

Ｇ
Ｂ

や
推

進
委

員
会

等
に

お
い

て
取

り
扱

う
場

合
、

座
長

又
は

議
長

は
当

該
構

成
員

の
退

席
を

 
 
　

　
　

命
じ

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

な
っ

て
い

る
。

3
.
そ

の
他

事
項
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評
価
項
目

細
項
目

実
績

3
.
そ

の
他

事
項

4
)
 
広

報
活

動
の

在
り

方

　
　

　
『

「
国

民
と

の
科

学
・

技
術

対
話

」
の

推
進

に
つ

い
て

（
基

本
的

取
組

方
針

）
』

（
注

）
に

基
づ

き
、

管
理

法
人

等
の

公
募

要
領

等
　

　
　

に
お

い
て

、
「

国
民

と
の

科
学

・
技

術
対

話
」

に
積

極
的

に
取

り
組

む
旨

や
、

配
分

す
る

直
接

経
費

の
一

部
を

充
当

で
き

る
仕

組
み

　
　

　
な

ど
を

明
示

し
て

い
る

。
　

　
　

　
　

注
：

「
国

民
と

の
科

学
・

技
術

対
話

」
の

推
進

に
つ

い
て

（
基

本
的

取
組

方
針

）
　

　
　

　
　

　
（

平
成

2
2
年

6
月

1
9
日

 
科

学
技

術
政

策
担

当
大

臣
総

合
科

学
技

術
会

議
有

識
者

議
員

）
　

　
　

　
　

　
　

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
8
.
c
a
o
.
g
o
.
j
p
/
c
s
t
p
/
o
u
t
p
u
t
/
2
0
1
0
0
6
1
9
t
a
i
w
a
.
p
d
f

　
　

　
S
I
P
全

体
の

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
他

、
各

課
題

ご
と

の
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
を

開
催

。
　

　
　

ま
た

、
全

体
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
の

開
催

に
合

わ
せ

、
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
、

ロ
ゴ

マ
ー

ク
等

を
作

成
す

る
と

と
も

に
、

W
E
B
の

特
設

ペ
ー

ジ
　

　
　

（
h
t
t
p
:
/
/
s
i
p
-
c
a
o
.
j
p
/
）

を
作

成
。

管
理

法
人

に
お

い
て

も
W
E
B
ペ

ー
ジ

で
S
I
P
の

概
要

、
課

題
の

説
明

等
を

実
施

。

　
　

　
　

<
S
I
P
全

体
、

各
課

題
の

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

等
の

実
施

状
況

>
 
 
 
　

　
　

2
0
1
4
年

1
1
月

5
日

 
 
 
 
 
S
I
P
 
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
維

持
管

理
・

更
新

・
ﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞ
ﾒ
ﾝ
ﾄ
技

術
 
第

１
回

ｼ
ﾝ
ﾎ
ﾟ
ｼ
ﾞ
ｳ
ﾑ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
於

 
東

京
大

学
武

田
先

端
知

ﾋ
ﾞ
ﾙ
武

田
ﾎ
ｰ
ﾙ

 
 
　

　
　

 
2
0
1
4
年

1
1
月

1
7
日

,
1
8
日

 
 
W
o
r
k
s
h
o
p
 
o
n
 
C
o
n
n
e
c
t
e
d
 
a
n
d
 
A
u
t
o
m
a
t
e
d
 
D
r
i
v
i
n
g
 
S
y
s
t
e
m
s
 
於

 
国

際
連

合
大

学
（

青
山

）
 
 
 
　

　
　

2
0
1
4
年

1
1
月

2
8
日

 
　

　
　

第
１

回
 
N
E
D
O
 
ﾊ
ﾟ
ﾜ
ｰ
ｴ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ﾛ
ﾆ
ｸ
ｽ
ｼ
ﾝ
ﾎ
ﾟ
ｼ
ﾞ
ｳ
ﾑ
　

 
於

 
品

川
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾝ
ｽ
ﾎ
ﾃ
ﾙ

 
 
 
　

　
　

2
0
1
4
年

1
2
月

4
日

 
 
 
 
 
 
 
 
S
I
P
（

戦
略

的
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
創

造
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
）

2
0
1
4
　

 
於

 
E
V
E
N
T
 
S
P
A
C
E
 
E
B
I
S
3
0
3
（

恵
比

寿
）

 
 
 
　

　
　

2
0
1
5
年

1
月

2
3
日

　
　

 
 
 
 
海

の
ｼ
ﾞ
ﾊ
ﾟ
ﾝ
ｸ
ﾞ
目

指
し

て
～

海
洋

資
源

調
査

産
業

の
創

出
に

向
け

た
新

た
な

展
開

～
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
於

 
ﾔ
ｸ
ﾙ
ﾄ
ﾎ
ｰ
ﾙ
（

新
橋

）
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参考３． 科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針 

 

 

科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針 

 

平 成 2 6 年 5 月 2 3 日 

総合科学技術・イノベーション会議 

 

科学技術イノベーションは、経済成長の原動力、活力の源泉であり、社会の在り方を飛躍

的に変え、社会のパラダイムシフトを引き起こす力を持つ。しかしながら、我が国の科学技

術イノベーションの地位は、総じて相対的に低下しており、厳しい状況に追い込まれている。 

総合科学技術会議は、「イノベーションに最も適した国」を創り上げていくための司令塔

として、権限、予算両面でこれまでにない強力な推進力を発揮できるよう、司令塔機能の抜

本的強化策の具体化を図らなければならない。総合科学技術会議は、科学技術イノベーショ

ン政策に関して、他の司令塔機能（日本経済再生本部、規制改革会議等）との連携を強化す

るとともに、府省間の縦割り排除、産学官の連携強化、基礎研究から出口までの迅速化のた

めのつなぎ等に、より直接的に行動していく必要がある。 

このため、平成 26年度予算において、「科学技術イノベーション創造推進費」（以下、「推

進費」という。）を調整費として新たに創設し、内閣府に計上した。推進費は、総合科学技

術会議の司令塔機能強化のための重要な取組の一つであり、府省の枠を超えたイノベーシ

ョンを創造するために不可欠な政策手段である。 

このような観点を踏まえ、「推進費に関する基本方針」（以下、「基本方針」という。）を定

める。 

 

１ 推進費の基本的考え方 

国家的に重要な課題の解決を通じて、我が国産業にとって将来的に有望な市場を創造し、

日本経済の再生を果たしていくことが求められている。このためには、各府省の取組を俯瞰

しつつ、更にその枠を超えたイノベーションを創造するべく、総合科学技術会議の戦略推進

機能を大幅に強化する必要がある。その一環として、鍵となる技術の開発等の重要課題の解

決のための取組に対して、府省の枠にとらわれず、総合科学技術会議が自ら重点的に予算を

配分する「戦略的イノベーション創造プログラム」（以下、「SIP」という。）を創設する。こ

の原資は、推進費から充当する。 

 

２ 実施方針の策定 

総合科学技術会議は、政府予算成立後、推進費を活用して実施する SIP に関し、以下の項
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目等からなる次年度の SIP の実施方針を策定する。 

 

・SIP の対象課題（以下、「課題」という。） 

・プログラムディレクター（項目３（２）参照） 

・SIP の研究開発計画（項目３（４）参照）の基本的事項 

・課題ごとの予算 

 

なお、年度途中に機動的に対応すべき課題が生じた場合等については、随時、当該対応に

関する実施方針を策定する。 

 

３ SIP の事務 

 

（１）SIP に係るガバニングボード（SIP 運営会議。以下、「ガバニングボード」という。） 

SIP の着実な推進を図るため、SIP の基本方針、SIP で扱う各課題の研究開発計画、予算

配分、フォローアップ等についての審議・検討を行うため、総合科学技術会議有識者議員を

構成員とするガバニングボードを開催する。ガバニングボードには、必要に応じ、構成員以

外の者の出席を求めることができる。 

 

（２）プログラムディレクター 

プログラムディレクターは、総合科学技術会議の承認を経て、課題ごとに内閣総理大臣が

任命する。プログラムディレクターは、担当する課題の研究開発計画等をとりまとめ、中心

となって進める。 

 

（３）推進委員会 

課題ごとに、プログラムディレクターが議長、内閣府が事務局を務め、関係府省、管理法

人、専門家等が参加する推進委員会を内閣府に置き、当該課題の研究開発計画の作成や実施

等に必要な調整等を行う。 

 

（４）研究開発計画 

課題ごとに、プログラムディレクターは推進委員会による調整等を経て研究開発計画を

とりまとめ、総合科学技術会議が策定する SIP の実施方針を踏まえ、ガバニングボードは研

究開発計画を審議し、承認する。 

研究開発計画は、意義・目標、研究開発の内容、実施体制、知的財産に関する事項、評価

に関する事項、出口戦略（実用化・事業化に向けた戦略）等について記載する。 

研究開発計画の策定者は、内閣府とする。 
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（５）実施体制 

内閣府及び関係省庁は、研究開発計画に沿って成果を最大化する最適な実施体制を構築

する。 

推進費は、関係省庁に移し替え、研究開発計画に基づき独立行政法人交付金として活用す

ることも可能とする。 

 

（６）研究開発成果の扱い 

内閣府及び関係省庁は、研究開発の成功と成果の実用化・事業化による国益の実現を確実

にするため、優れた人材・機関の参加を促すためのインセンティブを確保するとともに、課

題ごとに知的財産等について適切な管理・活用を推進する。 

 

（７）評価 

ガバニングボードは、SIP 及び各課題の研究開発計画及び進捗状況に対して必要な助言、

評価を行う。評価の結果は、次年度の SIP の実施方針等に反映させる。 

ガバニングボードは、必要に応じ、有識者を招いて評価を行う。 

各課題のプログラムディレクター及び研究責任者は、ガバニングボードによる評価の前

に自己点検を行う。 

 

（８）SIP の運用指針等 

上記のほか、SIP の実施に必要な運用指針等を、ガバニングボードにおいて定める。 

 

４ その他 

SIP の実施にあたって必要となるプログラムディレクターの雇用、ガバニングボード及び

推進委員会の運営、機動的な調査等は推進費により実施できる。 

 

（注）健康医療分野に関しては、健康・医療戦略推進本部の下で推進する。 
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参考４． 戦略的イノベーション創造プログラム運用指針 

 

 

 

戦略的イノベーション創造プログラム運用指針 

 

平 成 2 6 年 5 月 2 3 日 

戦略的イノベーション創造プログラム 

ガ バ ニ ン グ ボ ー ド 

 

「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26年 5月 23 日 総合

科学技術・イノベーション会議）に基づき、戦略的イノベーション創造プログラム（以

下、「SIP」という。）の実施に必要な運用指針を定める。 

ただし、各課題の内容、特性等により、本指針と異なる運用をすることを妨げない。 

 

１．プログラムディレクター（以下、「PD」という。） 

○PDは内閣府の非常勤職員とする。 

○PDの任期は 3年とする。再任を妨げない。 

 

２．サブ・プログラムディレクター（以下、「サブ PD」という。） 

○PDを補佐するサブ PDを内閣府（政策統括官（科学技術・イノベーション担当）。以下、

「内閣府」という。）に置くことができる。 

○サブ PDは、PD が候補者を人選し、内閣府が委嘱する。 

 

３．イノベーション戦略コーディネーター（以下、「戦略 C」という。） 

○実用化・事業化に向けた戦略（以下、「出口戦略」という。）を作成するために、産業動

向や政策等に精通する戦略 Cを内閣府に置くことができる。 

○戦略 Cは、PD が候補者を人選し、内閣府が委嘱する。 

 

４．推進委員会 

○推進委員会における調整が不調の場合、最終的な判断は PD が内閣府と相談のうえ行う。 

 

５．研究開発計画 

○年度開始前に、各 PD は各推進委員会による調整等を経て研究開発計画をとりまとめ、

ガバニングボードは当該研究開発計画及び進捗状況に対して必要な助言、評価を行う。 
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○総合科学技術・イノベーション会議は、政府予算案成立後及び機動的に対応すべき事情

が生じた場合等に、各課題の研究開発計画の基本的事項及び予算配分を含む「SIP の実

施方針」を策定する。これを踏まえ各 PD は研究開発計画を修正し、ガバニングボード

は研究開発計画を審議し、承認する。 

○予め管理法人（６．参照）、研究責任者（管理法人から研究を受託する者。組織も含む）

が決まっている場合は研究開発計画にこれを記載し、未定の場合は確定したあと追記

する。 

○各 PD または内閣府の判断により、研究開発計画の一部を非公表とすることができる。 

 

６．実施体制 

  

（１）管理法人の活用 

○内閣府及び関係省庁は、予算執行上の事務手続きについて、独立行政法人（以下、「管

理法人」という。）を活用することができる。具体的には、管理法人は研究開発計画に

沿って、研究責任者の公募、契約の締結、資金の管理、研究開発の進捗管理、PD 等へ

の自己点検結果の報告、関連する調査・分析などを行う。 

○管理法人は、研究責任者との契約上の責任を負う。 

○管理法人が複数ある場合または管理法人を活用しない事業がある場合、各管理法人

が担当する業務の範囲は各管理法人が予算を執行する範囲とするが、各機関間の情報

共有のあり方については、各課題ごとに柔軟に決めることとする。 

○管理法人自らがＳＩＰの事業費を用いて研究を行う場合においては、管理法人自ら

が行う研究が有効かつ適切なものとなるよう、契約の締結、資金の管理、研究開発の

進捗管理等の観点から、管理法人において適切な内部管理体制を整備する。 

 

（２）研究責任者の選定 

○管理法人（管理法人を使わない場合には国（関係省庁）。以下、「管理法人等」という。）

は、研究開発計画に基づき、研究責任者を公募等により選定する。ただし、合理的な

理由がある場合、その旨を研究開発計画に明記し、公募等によらないことも可能とす

る。 

○審査基準等の審査の進め方は、管理法人等が内閣府等と相談し、決定する。 

○研究責任者、研究責任者の共同研究予定者、研究責任者からの委託（管理法人等から

みると再委託）予定者等（以下、「研究責任者等」という。）の利害関係者は、当該研

究責任者等の審査に参加しない。利害関係者の定義は、管理法人等が定めている規程

等に準じ、必要に応じ PD及び内閣府に相談し、変更する。 

○選定の結果は、PD 及び内閣府の了承をもって確定とする。 
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７．研究開発成果の扱い 

 

（１）知財委員会 

○課題または課題を構成する研究項目ごとに、知財委員会を管理法人等または選定し

た研究責任者の所属機関（委託先）に置く。 

○知財委員会は、それを設置した機関が担った研究開発成果に関する論文発表及び特

許等（以下、「知財権」という。）の出願・維持等の方針決定等のほか、必要に応じ知

財権の実施許諾に関する調整等を行う。 

○知財委員会は、原則として PD または PD の代理人、主要な関係者、専門家等から構成

する。 

○知財委員会の詳細な運営方法等は、知財委員会を設置する機関において定める。 

 

（２）知財権に関する取り決め 

○管理法人等は、秘密保持、バックグラウンド知財権（研究責任者やその所属機関等が、

プログラム参加前から保有していた知財権及びプログラム参加後に SIP の事業費に

よらず取得した知財権）、フォアグラウンド知財権（プログラムの中で SIP の事業費

により発生した知財権）の扱い等について、予め委託先との契約等により定めておく。 

 

（３）バックグラウンド知財権の実施許諾 

○他のプログラム参加者へのバックグラウンド知財権の実施許諾は、知財権者が定め

る条件に従い（（注）あるいは、「プログラム参加者間の合意に従い」）、知財権者が許

諾可能とする。 

○当該条件などの知財権者の対応が、SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・

事業化を含む）に支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理

的な解決策を得る。 

 

（４）フォアグラウンド知財権の取扱い 

○フォアグラウンド知財権は、原則として産業技術力強化法第 19 条第 1 項を適用し、

発明者である研究責任者の所属機関（委託先）に帰属させる。 

○再委託先等が発明し、再委託先等に知財権を帰属させる時は、知財委員会による承諾

を必要とする。その際、知財委員会は条件を付すことができる。 

○知財権者に事業化の意志が乏しい場合、知財委員会は、積極的に事業化を目指す者に

よる知財権の保有、積極的に事業化を目指す者への実施権の設定を推奨する。 

○参加期間中に脱退する者に対しては、当該参加期間中に SIP の事業費により得た成

果（複数年度参加の場合は、参加当初からの全ての成果）の全部または一部に関して、

脱退時に管理法人等が無償譲渡させること及び実施権を設定できることとする。 
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○知財権の出願・維持等にかかる費用は、原則として知財権者による負担とする。共同

出願の場合は、持ち分比率、費用負担は、共同出願者による協議によって定める。 

 

（５）フォアグラウンド知財権の実施許諾 

○他のプログラム参加者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、知財権者が定め

る条件に従い（（注）あるいは、「プログラム参加者間の合意に従い」）、知財権者が許

諾可能とする。 

○第三者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、プログラム参加者よりも有利な

条件にはしない範囲で知財権者が定める条件に従い、知財権者が許諾可能とする。 

○当該条件などの知財権者の対応が SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・

事業化を含む）に支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理

的な解決策を得る。 

 

（６）フォアグラウンド知財権の移転、専用実施権の設定・移転の承諾について 

○産業技術力強化法第 19 条第 1 項第 4 号に基づき、フォアグラウンド知財権の移転、

専用実施権の設定・移転には、合併・分割による移転の場合や子会社・親会社への知

財権の移転、専用実施権の設定・移転の場合等（以下、「合併等に伴う知財権の移転等

の場合等」という。）を除き、管理法人等の承認を必要とする。 

○合併等に伴う知財権の移転等の場合等には、知財権者は管理法人等との契約に基づ

き、管理法人等の承認を必要とする。 

○合併等に伴う知財権の移転等の後であっても管理法人は当該知財権にかかる再実施

権付実施権を保有可能とする。当該条件を受け入れられない場合、移転を認めない。 

 

（７）終了時の知財権取扱いについて 

○研究開発終了時に、保有希望者がいない知財権等については、知財委員会において対

応（放棄、あるいは、管理法人等による承継）を協議する。 

 

（８）国外機関等（外国籍の企業、大学、研究者等）の参加について 

○当該国外機関等の参加が課題推進上必要な場合、参加を可能とする。 

○適切な執行管理の観点から、研究開発の受託等にかかる事務処理が可能な窓口また

は代理人が国内に存在することを原則とする。 

○国外機関等については、知財権は管理法人等と国外機関等の共有とする。 

 

８．評価 

 

（１）評価対象 
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①SIP の制度全体（以下、「制度」という。） 

ⅰ）評価主体 

ガバニングボードが外部の専門家等を招いて行う。 

ⅱ）実施時期 

○平成 26年度の前に行う事前評価、平成 26 年度末と平成 28年度末に行う中間評

価及び終了時の評価（以下、「最終評価」という。）とする。 

○終了後、一定の時間（原則として 3年）が経過した後、必要に応じて追跡評価を

行う。 

ⅲ）評価項目・評価基準 

内閣府による計上予算（調整費）、総合科学技術・イノベーション会議による課

題設定、PD 選定、機動的な予算配分、PD による研究開発等の推進、管理法人によ

る予算執行上の事務手続きなど、SIP に特徴的に見られる制度設計は、関係府省間

の連携や関係府省の施策、産学の研究活動・事業活動などに良い影響を与えられる

か（与えられたか）。SIP の制度に改善すべき点はないか。 

ⅳ）評価結果の反映方法 

○事前評価は、平成 26年度以降の計画に関して行い、平成 26 年度以降の計画等に

反映させる。 

○中間評価は、当該年度までの実績と次年度以降の計画等に関して行い、次年度以

降の計画等に反映させる。 

○最終評価は、最終年度までの実績に関して行い、終了後のフォローアップ等に反

映させる。 

○追跡評価は、制度の有効性等について行い、将来の科学技術・イノベーション政

策の企画・立案に役立たせる。 

 

②各課題 

ⅰ）評価主体 

○ガバニングボードが外部の専門家等を招いて行う。 

○ガバニングボードは分野または課題ごとに開催することもできる。 

○PDと管理法人等が行う自己点検結果の報告を参考にすることができる。 

ⅱ）実施時期 

○事前評価、毎年度末の評価、最終評価とする。 

○終了後、一定の時間（原則として 3年）が経過した後、必要に応じて追跡評価を

行う。 

○上記のほか、必要に応じて年度途中等に評価を行うことも可能とする。 

ⅲ）評価項目・評価基準 
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「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 24 年 12 月 6 日、内閣総理大臣

決定）」を踏まえ、必要性、効率性、有効性等を評価する観点から、評価項目・評

価基準は以下のとおりとする。評価は、達成・未達の判定のみに終わらず、その原

因・要因等の分析や改善方策の提案等も行う。 

a）意義の重要性、SIP の制度の目的との整合性 

b）目標（特にアウトカム目標）の妥当性、目標達成に向けた工程表の達成度合い 

c）適切なマネージメントがなされているか。特に府省連携の効果がどのように

発揮されているか。 

d)実用化・事業化への戦略性、達成度合い 

e）最終評価の際には、見込まれる効果あるいは波及効果。終了後のフォローアッ

プの方法等が適切かつ明確に設定されているか。 

ⅳ）評価結果の反映方法 

○事前評価は、次年度以降の計画に関して行い、次年度以降の計画等に反映させる。 

○年度末の評価は、当該年度までの実績と次年度以降の計画等に関して行い、次年

度以降の計画等に反映させる。 

○最終評価は、最終年度までの実績に関して行い、終了後のフォローアップ等に反

映させる。 

○追跡評価は、各課題の成果の実用化・事業化の進捗に関して行い、改善方策の提

案等を行う。 

 

（２）結果の公開 

○評価結果は原則として公開する。 

○評価を行うガバニングボードは、非公開の研究開発情報等も扱うため、非公開とする。 

 

（３）自己点検 

○評価の前に、各課題ごとに、研究責任者が決まっている場合には研究責任者による自

己点検を行う。さらに、PD と管理法人等による自己点検を実施する。 

○PD による自己点検の点検項目・点検基準は、評価項目・評価基準（前述）を準用す

る。 

○管理法人による自己点検は、予算執行上の事務手続を適正に実施しているかどうか

等について行う。 

○研究責任者による自己点検は、研究開発や実用化・事業化への取組の進捗状況につい

て行う。 

 

（４）効率的な自己点検及び評価 

自己点検及び評価を毎年度行うことを考慮して、自己点検及び評価は効率的に行う。 
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９．その他 

○管理法人は、SIP の事業費である交付金を通常の運営費交付金とは厳密に区分経理し、

SIP の予算として適切に管理する。 

○研究責任者の間接経費は、直接経費の 10％～15％を基本とする。また、競争的資金の

間接経費の執行に係る共通指針（平成 21 年 3 月 27 日改正 競争的資金に関する関係府

省連絡会申合せ）を踏まえ、個別の事情に応じ、直接経費の 30％にあたる間接経費を

研究責任者に対して配分することができる。 

○管理法人は、事業費の中から、関連する研究、調査・分析、広報活動などを行うことが

できる。 

 

１０．上記の他、SIP の推進上必要な詳細事項に関しては、内閣府において定める。 

 

（注）健康医療分野に関しては、健康・医療戦略推進本部の下で推進する。 
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